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この度、大阪教育大学の財務状況を出来る限りわかりやすくご理解いただくた
めに、公表を義務づけられている財務諸表を少し異なる視点から、「財務レポー
ト2012」として作成しました。

本学の教育研究活動や地域社会への貢献に向けた取り組みに対して、引き続き
ご理解・ご支援をお願いいたします。

【 用語説明 】
本学の財務レポートでは、文言の意味を以下のように扱っています。

自己収入・・学生納付金収入（授業料・入学料及び検定料）・財務収益及び雑益

外部資金・・受託研究・共同研究・受託事業・寄附金

補助金・・・文部科学省所管で交付された外部資金（ＧＰ・設備費整備補助金等）

（科学研究費補助金は預り金のため、ここには含んでいません）

経常費用・・臨時損失を除く、損益計算書上の全ての費用

業務費・・・損益計算書上の経常費用のうち、一般管理費・財務費用・雑損を除いた費用

人件費・・・役員教職員（非常勤を含む）にかかる報酬・給与・退職手当

財務内容の報告について
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※なお、本資料中の金額はそれぞれ単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。



国立大学法人の財務諸表は、国立大学法人が国民に対して１年間の運営状況や財政状態
等を明らかにするために作成される書類です。

しかし、民間企業は、企業価値の増大や利益の追求が目標であるのに対し、国立大学法
人は公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採算制を前提としていません。
そして、教育・研究等の計画が達成できたかどうかが重視されるものであるため、財務諸
表では大学の状況に関する判断が難しく、経営状況等把握できる内容に限界がある、とさ
れています（各資料名の横の番号は本資料中のページ番号を示します）

財務諸表作成の流れ

財務データを見ていただく前に
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【貸借対照表】 （H24.3.31）

大学の財務状況を明らかにするためのストック情報（決算日における資産などの情報）

負債・純資産の部

○ 運営費交付金債務が、平成23年度
新たに業務達成基準を適用した複数年
度事業に伴う翌年度以降の事業経費の
繰越等により、前年度比298百万円の増
となっています。
○ 前年度の利益剰余金について文部
科学大臣の承認を受け、目的積立金とし
て123百万円計上しています。

負債・純資産の部

○ 運営費交付金債務が、平成23年度
新たに業務達成基準を適用した複数年
度事業に伴う翌年度以降の事業経費の
繰越等により、前年度比298百万円の増
となっています。
○ 前年度の利益剰余金について文部
科学大臣の承認を受け、目的積立金とし
て123百万円計上しています。

平成２３年度 財務の概要

単位：百万円

資産の部

○ 建物等が、減価償却等により前年度
比619百万円の減となっています。
○ 現金及び預金が、平成23年度新たに
業務達成基準を適用した複数年度事業
に伴う翌年度以降の事業経費の繰越等に
より、前年度比426百万円の増となってい
ます。

資産の部

○ 建物等が、減価償却等により前年度
比619百万円の減となっています。
○ 現金及び預金が、平成23年度新たに
業務達成基準を適用した複数年度事業
に伴う翌年度以降の事業経費の繰越等に
より、前年度比426百万円の増となってい
ます。
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【利益の処分に関する書類】

国立大学法人は、利益の獲得を目的としていませんが、効率的業務運営等による収支差額は経
営努力として文部科学大臣に承認されることで、次年度以降に目的積立金として使用することができ
ます。

Ⅰ　当期未処分利益 76

Ⅱ　積立金振替額 0

Ⅲ　利益処分額 76

単位：百万円

資産の部 22年度 23年度 増減額 負債の部 22年度 23年度 増減額

固定資産 75,320 74,596 △ 724 固定負債 4,168 4,208 40

土地 56,538 56,538 - 資産見返負債 4,042 4,135 93

建物等 15,447 14,828 △ 619 資産除去債務 71 71 -

備品 625 458 △ 167 長期未払金 56 2 △ 54

図書 2,569 2,594 25 流動負債 1,834 2,223 389

その他 141 176 35 運営費交付金債務 483 781 298

寄付金債務 106 127 21

未払金 975 1,007 32

その他 270 307 37

流動資産 1,814 2,249 435 負債計 6,002 6,430 428

現金及び預金 1,781 2,208 427 純資産の部 22年度 23年度 増減額

未収入金 27 32 5 資本金 75,174 75,174 -

その他 5 9 4 資本剰余金 3,459 3,473 14

損益外累計額 △ 7,865 △ 8,642 △ 777

目的積立金 - 123 123

前中期目標期間繰越積立金 237 206 -31

積立金 - 3 3

当期未処分利益 126 76 △ 50

純資産計 71,132 70,414 △ 718

資産合計 77,134 76,844 △ 290 負債・純資産合計 77,134 76,844 △ 290



【損益計算書】 （H23.4.1～H24.3.31）

大学の経営状況を明らかにするためのフロー情報(会計期間の費用や収益の流れを示す情報)

経常費用について

○ 教育経費が、予算配分における教育経
費の重点化等により、前年度比59百万円
の増となっています。
○ 教員人件費が退職手当の増加等によ
り、前年度比41百万円の増となっています。

経常費用について

○ 教育経費が、予算配分における教育経
費の重点化等により、前年度比59百万円
の増となっています。
○ 教員人件費が退職手当の増加等によ
り、前年度比41百万円の増となっています。

経常収益について

○ 運営費交付金収益が、退職手当の
増加等により前年度比80百万円の増と
なっています。
○ 受託事業等収益が、受託事業の受
入額の増加等により前年度比26百万
円の増となっています。
○ 授業料収益が、授業料を財源とし
た固定資産の取得の増加等により104
百万円の減となっています。

経常収益について

○ 運営費交付金収益が、退職手当の
増加等により前年度比80百万円の増と
なっています。
○ 受託事業等収益が、受託事業の受
入額の増加等により前年度比26百万
円の増となっています。
○ 授業料収益が、授業料を財源とし
た固定資産の取得の増加等により104
百万円の減となっています。

単位：百万円
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経常費用 22年度 23年度 増減額 経常収益 22年度 23年度 増減額

教育研究等経費 1,992 2,000 8 運営費交付金収益 5,852 5,932 80

教育経費 1,386 1,445 59 学生納付金収益 2,840 2,745 △ 95

研究経費 300 265 △ 35 授業料収益 2,381 2,277 △ 104

教育研究支援経費 259 213 △ 46 入学金収益 357 365 8

受託研究費 29 34 5 検定料収益 102 103 1

受託事業費 16 43 27 外部資金 201 227 26

人件費 6,963 7,006 43 受託研究等収益 29 34 5

　　役員人件費 90 90 0 受託事業等収益 17 43 26

　　教員人件費 5,476 5,517 41 寄附金収益 155 150 △ 5

　　職員人件費 1,397 1,399 2 その他 460 461 1

一般管理費 276 313 37

その他 2 1 △ 1 経常収益の計 9,354 9,365 11

経常費用合計 9,233 9,321 88 臨時利益 - 4 4

　固定資産除却損 - 4 4

当期総利益 126 76 △ 50

9,401 42

32 275

9,3599,359計 計9,401 42

前中期目標期間
繰越積立金取崩額



【キャッシュ・フロー計算書】 （H23.4.1～H24.3.31）

資金の調達や運用状況を明らかにするため、会計期間の資金を「業務活動」「投資活動」「財務活動」
の3つに区分して表示するものです。

【業務実施コスト計算書】 （H23.4.1～H24.3.31）

納税者である国民の業務に対する評価・判断に資するため、国民の負担に帰せられるコストを一元
的に集約して表示するものです。

通常の業務の実施に係る資金の動きを表
しています。運営費交付金や学納金及び
外部資金等による収入と、人件費や業務
活動による支出を含みます。

通常の業務の実施に係る資金の動きを表
しています。運営費交付金や学納金及び
外部資金等による収入と、人件費や業務
活動による支出を含みます。

損益計算書の費用相当額から運営費交付
金に基づく収益以外の収益を差し引いて計
算します。税金を財源として賄った業務費用
と言えます。

損益計算書の費用相当額から運営費交付
金に基づく収益以外の収益を差し引いて計
算します。税金を財源として賄った業務費用
と言えます。

その減価に対応する収益の獲得が予定さ
れないものの減価償却相当額であり、費用
処理されていないため損益計算書に表れて
いないものです。最終的に国民の負担にな
ります。

その減価に対応する収益の獲得が予定さ
れないものの減価償却相当額であり、費用
処理されていないため損益計算書に表れて
いないものです。最終的に国民の負担にな
ります。

賞与増加見積額と退職給付増加見積額で
す。運営費交付金で財源措置されるため損
益計算書上で引き当てなかったものです。

賞与増加見積額と退職給付増加見積額で
す。運営費交付金で財源措置されるため損
益計算書上で引き当てなかったものです。

国等の土地や経済的資源を出資あるいは
無償で使用しているものについて、国民が
得られるはずの利益を仮想計算したもので
す。

国等の土地や経済的資源を出資あるいは
無償で使用しているものについて、国民が
得られるはずの利益を仮想計算したもので
す。

投資的な活動に伴う収入は今年度は全
額「施設費による収入」です（昨年度は
「施設費による収入」及び「定期預金払戻
しによる収入」）。

投資的な活動に伴う収入は今年度は全
額「施設費による収入」です（昨年度は
「施設費による収入」及び「定期預金払戻
しによる収入」）。

単位：百万円

単位：百万円
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投資的な活動に伴う支出の内訳は今年
度は「有形固定資産及び無形固定資産
の取得による支出」及び「定期預金積立
による支出」です（昨年度は前者のみ）。

投資的な活動に伴う支出の内訳は今年
度は「有形固定資産及び無形固定資産
の取得による支出」及び「定期預金積立
による支出」です（昨年度は前者のみ）。

業務達成基準を適用した事業の翌年度
以降の事業経費（382百万円）による要因
が大きいです。

業務達成基準を適用した事業の翌年度
以降の事業経費（382百万円）による要因
が大きいです。

22年度 23年度 増減額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 251 829 1,080

人件費支出 △ 7,140 △ 6,896 244

その他費用的支出 △ 1,775 △ 1,818 △ 43

運営費交付金収入 6,367 6,273 △ 94

学生納付金収入 2,855 2,799 △ 56

外部資金収入 191 230 39

その他収入 143 163 20

預り金等増減 △ 219 79 298

国庫納付金の支払額 △ 672 - 672

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 618 △ 445 173

投資的な活動に伴う支出 △ 855 △ 678 177

投資的な活動に伴う収入 238 234 △ 4

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 62 △ 58 4

リース債務の返済に関わる支出 △ 62 △ 58 4

資金の増減額 △ 930 326 1,256

資金の期首残高 2,512 1,581 △ 931

資金の期末残高 1,581 1,908 327

22年度 23年度 増減額

Ⅰ　業務費用 5,936 6,073 137

①損益計算上の費用・損失 9,233 9,325 92

業務費 8,954 9,006 52

一般管理費 276 313 37

その他費用 2 5 3

②控除の自己収入等 △ 3,296 △ 3,252 44

学生納付金収益 △ 2,840 △ 2,745 95

外部資金収益 △ 201 △ 227 △ 26

その他収益 △ 255 △ 280 △ 25

Ⅱ　損益外減価償却相当額 899 793 △ 106

Ⅲ　損益外減損損失相当額 - - -

Ⅳ　損益外利息費用相当額 3 0 △ 3

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 1 1 0

Ⅵ　引当外増加見込額 △ 88 △ 204 △ 116

Ⅶ　機会費用 905 704 △ 201

国等の財産の無償や減額での貸借取引の機会費用 20 16 △ 4

政府出資の機会費用 885 688 △ 197

Ⅷ　国庫納付額 - - -

業務実施コスト 7,657 7,366 △ 291



【セグメント情報】 （H23.4.1～H24.3.31）

【セグメント区分の内訳】
大 学：学部、図書館、各センター、学務部、学術部（附属学校課除く）
附属学校：各附属学校、学術部附属学校課
法人共通：管理部

セグメント情報とは、説明責任を果たす観点から、事業内容等に応じた適切な区分に基
づいて、より詳細な財務情報を公表するものです。本学では、「大学」・「附属学校」・「法人
共通」の３つのセグメントに区分して公表しています。

業務費用は便益を受けたセグメント区分の費用とし、人件費などは実態ベースでそれぞ
れのセグメント区分に計上しています。一方、業務収益のうち、学生納付金等についてはそ
の資金を獲得したセグメントの収益としていますが、大学の基盤的経費である一般運営費
交付金については渡しきり経費として交付されているため、すべて法人共通に計上していま
す（運営費交付金のうち、使途が特定されている特殊要因経費（退職手当など）やプロジェ
クト経費である特別経費等については獲得したセグメント区分の収益としています）。

そのため、大学と附属学校の業務損益がマイナスになっています。

セグメント情報とは、説明責任を果たす観点から、事業内容等に応じた適切な区分に基
づいて、より詳細な財務情報を公表するものです。本学では、「大学」・「附属学校」・「法人
共通」の３つのセグメントに区分して公表しています。

業務費用は便益を受けたセグメント区分の費用とし、人件費などは実態ベースでそれぞ
れのセグメント区分に計上しています。一方、業務収益のうち、学生納付金等についてはそ
の資金を獲得したセグメントの収益としていますが、大学の基盤的経費である一般運営費
交付金については渡しきり経費として交付されているため、すべて法人共通に計上していま
す（運営費交付金のうち、使途が特定されている特殊要因経費（退職手当など）やプロジェ
クト経費である特別経費等については獲得したセグメント区分の収益としています）。

そのため、大学と附属学校の業務損益がマイナスになっています。

単位：百万円
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22年度 23年度 増減額 22年度 23年度 増減額 22年度 23年度 増減額 22年度 23年度 増減額

5,517 5,552 35 2,936 2,929 △ 7 502 524 22 8,954 9,006 52

1,514 1,554 40 478 446 △ 32 - - - 1,992 2,000 8

4,003 3,998 △ 5 2,458 2,483 25 502 524 22 6,963 7,006 43

- - - - - - 276 313 37 276 313 37

2 1 △ 1 0 - 0 0 0 0 2 1 △ 1

5,519 5,554 35 2,936 2,929 △ 7 778 838 60 9,233 9,321 88

572 690 118 143 151 8 5,138 5,091 △ 47 5,852 5,932 80

2,676 2,626 △ 50 186 150 △ 36 △ 21 △ 31 △ 10 2,840 2,745 △ 95

58 91 33 142 136 △ 6 - - - 201 227 26

346 369 23 69 47 △ 22 45 46 1 460 461 1

3,651 3,775 124 541 484 △ 57 5,162 5,106 △ 56 9,354 9,365 11

△ 1,867 △ 1,779 88 △ 2,395 △ 2,445 △ 50 4,383 4,269 △ 114 121 44 △ 77

運営費交付金収益

その他

学生納付金収益

外部資金

小 計

業務損益

附属
学校

区 分

小 計

一般管理費

大学
法人
共通

合計

その他

業務収益

業務費用

業務費

教育研究等経費

人件費



【中期目標・中期計画達成強化経費による事業】

財務トピックス
【中期目標・中期計画達成強化経費事業】
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事業名 事業実施期間 事業の概要 予算額

都市型キャンパスにおけ
る大阪の教育課題に応
える発信拠点の整備

平成２２年度～
平成２５年度

教育の総合大学として大阪の教育課題に
応えるため，天王寺キャンパス西館をさらに
機能的に整備し，都市型キャンパス機能を
有する施設としつつ，現職教員の能力向上
事業，教育相談，授業発信，地域連携事業
などを進めるためのセンター機能の充実を
図り，天王寺キャンパスにて本学教育資源
を活用した事業展開を通して，現職教職員，
学生・院生，地域のさまざまな人をサポート
する都市型の発信拠点を整備する

３億５千万円

平野地区附属学校老朽
施設改修事業

平成２３年度～
平成２５年度

【当初計画】

附属学校耐震対策事業による老朽施設改
修のほか，中期目標で定める「安全で安心
して学べる学校環境の整備」を行うため，経
年劣化に激しい平野地区附属学校に対す
る改修事業を実施する
【変更計画】

床下ピットの新設，省エネ型照明器具への
改修が不可欠

・附属平野中学校，附属高等学校平野校舎
便所他改修

７千４１３万円

京阪奈三教育大学連携
推進事業のための情報
基盤整備事業

平成２３年度～
平成２６年度

大阪教育大学，京都教育大学，奈良教育
大学の資源・特色を活かした有機的な連携
を推進し，協同して教員養成系大学の教育
機能強化を図ることを実現するための設備
を施設整備費補助事業及び特別経費にお
けるプロジェクトと一体となる整備事業を実
施する
・大学キャンパス情報基盤整備
・附属学校園情報基盤整備

１億２千万円

地球環境と安全に配慮
した教育研究環境整備
事業

平成２３年度～
平成２６年度

省エネルギー，環境負荷の低減にいっそう
貢献するとともに，それらを通じて地域や国
際社会に貢献し，また，恵まれた自然環境
にあるキャンパスの生命線となる進入路の
路面劣化や落石等を解消し，安全な通行を
確保する事業を実施する
・照明設備ＬＥＤ化改修
・建具環境配慮化改修
・構内道路舗装改修

２億１千万円

合計 ７億５,４１３万円

本学では、財務運営をさらに計画的に実施するため、平成22年度に「中期目標・中期計画達成強化
経費」を創設しました。平成23年度はその一環として、新たに３事業を予算化し、これら事業を「業務達
成基準」に適用させ、中期目標期間を見越した重要施策を達成することとしています。



【寄附金】

セグメント区分「大学」としての寄附金受入は、前年度比２件増、７８２万円増でした。今後も獲得
金額が増加できるように努める必要があると認識しています。

名称 金額（万円） 獲得セグメント

大阪教育大学教育振興会寄附金 864 大学

冠疾患研究助成金 710 大学

シリカ微粒子表面の評価・研究 150 大学

大阪教育大学生活協同組合寄附金 103 大学

財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構水質保全研究助成 80 大学

芸術専攻音楽コース助成金 54 大学

高屈折率材料の開発に関する研究助成金 50 大学

芸術専攻音楽コースの教育研究助成 49 大学

コロイド微粒子調整に関する研究助成金 40 大学

(社）友松会教育研究奨励助成金 40 大学

音楽コースの学生の練習環境充実のための助成金 40 大学

技術教育研究のための活動資金 30 大学

天王寺キャンパスにおける音楽教育活動の推進のための助成金 5 大学

附属学校教育研究奨励助成金 13,554 附属学校

合計 15,769

財務トピックス【外部資金等獲得実績】
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年度比較 〔単位：万円〕
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【受託研究・共同研究】

名称 区分 金額（万円） 獲得部局

犯罪からの子どもの安全を目指したe-learningシステム
の開発

受託研究 2,648 学校危機メンタルサポート
センター

カキ紅葉のクラフト分野応用のための耐光性・耐乾
性向上技術の確立

受託研究 120 教員養成課程

無機・有機複合体からなる環境調和型蓄光性多機
能色材の研究開発

受託研究 110 教養学科

二次元バーコードを利用したクラウド型文書管理シ
ステムの構築

共同研究 53 科学教育センター

英語入門期のための音声を基軸とした教材開発 受託研究 50 教員養成課程

テニスの競技力向上に資する指導法の検討 受託研究 30 教養学科

合計 3,011

地域連携コーディネータを中心に、本学が有する技術シーズを再検証し、受託研究及び共同研
究の獲得に向けた取組を促し、様々な働きかけを行いましたが、前年度比２件減、６８５万円減
となりました。
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年度比較 〔単位：万円〕
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【受託事業】

名称 金額（万円） 獲得セグメント

理数系教員養成拠点構築事業 2,680 大学

アフリカ地域教師教育（基礎教育分野）（A） 362 大学

幼稚園教員資格認定試験 342 大学

英語圏サブサハラアフリカ理科授業評価改善コースに係る委託 294 大学

大学連携研究設備ネットワークによる設備相互利用と共同研究の
促進共同事業

120 大学

集団研修「成人識字教育」コースに係る委託 113 大学

二国間交流事業共同研究・セミナー 100 大学

学校図書館司書教諭講習 94 大学

ソウル教育大学インターンシップの実施 57 大学

特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 55 大学

光と色を使って、見えないブラックホールの正体を暴こう！（ひらめ
き☆ときめきサイエンス）

41 大学

特別支援教育総合推進事業 79 附属学校

合計 4,336

平成23年度は理数系教員養成拠点構築事業などを新たに受け入れ、前年度比2,636万円増となり
ました。
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年度比較 〔単位：万円〕
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【科学研究費補助金】

種 目
直接経費
（万円）

間接経費
（万円）

件数

挑戦的萌芽研究 435 131 6

若手研究（B) 1,360 408 17

研究活動スタート支援 34 10 1

基盤研究（A) 1,065 320 10

基盤研究（B) 2,767 830 25

基盤研究（C) 4,108 1,217 60

新学術領域研究 650 195 2

奨励研究 440 - 9

研究成果公開促進費 210 - 2

厚生労働省
科学研究費補助金

30 - 1

合 計 11,098 3,111 133

10

前年度に比べて１９件増、直接経費は１，９８５万円増、間接経費は８８４万円増でした。
なお、採択率が昨年の２１．９％から４１．１％と大幅に上昇し、「研究者が所属する研究機関別採択

率上位３０機関」（文部科学省公表資料）の１９位にランクされました。

年度比較 〔単位：万円〕

12,420 12,914
12,297

11,322 11,640

14,209

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23



11

【施設費】

名称 金額（万円）

営繕事業経費 3,300

合計 3,300

営繕事業では教員養成課程棟屋上防水改修工事や教員養成課程棟他照明設備改修工事を行い
ました。

【特別経費】

平成23年度に獲得した特別経費（大学の教育改革に関する優れたプロジェクトに対して運営費交
付金で予算措置されるもの）は以下のとおりです。

名称 金額（万円）

「学校危機に対する予防プログラム」の開発事業 7,470

子どもの地体力向上プロジェクト-スポーツに関わる子どもと指導者を変えるため- 1,100

学士力をベースにした教職の力量形成を目指す教育システムの開発 2,500

附属学校の新たな活用による科学技術イノベーション人材育成研究プロジェクト 4,005

合計 15,075

【補助金】

名称 金額（万円）

国立大学法人設備整備費補助金（遠隔型ライブ授業支援システム事業） 2,283

大学改革推進等補助金（教える「英語力」向上プログラムの構築） 1,510

免許状更新講習開設事業費等補助金 80

合計 3,873

平成22年度から繰り越していた国立大学法人設備費整備費補助金（遠隔型ライブ授業支援システ
ム事業）が完了しました。



■ ミレニアムホールデジタル化対応
■ 授乳室改修

中央館

■ 食堂椅子更新

学園ホール

天王寺キャンパス

財務トピックス

柏原キャンパス
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■ 観覧席整備
■ 土グランド掘りおこし整備
★ 製氷機設置
★ ＡＥＤ設置

■ Walk&Runコース設置
★ ☆ 道路灯照明ＬＥＤ化

道路

■ 男子便所改修

西館

体育館

★ 防犯カメラ設置
★ 製氷機更新

音楽棟

■ エレベーター設置

体育棟

★ 建具改修
☆ 照明設備ＬＥＤ化

外国人留学生宿舎

★ 防犯カメラ設置

課外活動共用施設

★ 防犯カメラ設置

大学会館

■ レストラン机椅子更新

美術棟

☆ 照明設備ＬＥＤ化
多目的競技場

★ ☆ 照明更新

グランド



■ Ａ－３１４固定式講義机・椅子更新
■ 講義室カーテン更新
☆ 網戸取付
★ 屋外手摺取付

☆ 照明設備ＬＥＤ化
★ 建具改修（透明窓取付）
■ 講義室カーテン更新
☆ 便所手洗器自動水洗化

教員養成課程棟

☆ 照明設備ＬＥＤ化
☆ 網戸取付
★ 建具改修（透明窓取付）
■ 講義室カーテン更新
■ ミニショップ設置
■ アメニティスペース整備

教養学科棟

★ 緊急地震速報受信装置の設置（全附属学校園）
★ 児童安全管理システムの導入（天小、平小）
■ 学習コミュニケーションツール導入（天中高）
■ 体育館クライミングウォール設置（天中高）
■ 合同教室改修（平中高）
■ 便所改修（平中高）
■ 運動場バックネット整備（池中高）
★ 囲障改修（特支）

附属学校園

共通講義棟

【施設・設備整備】

■ 学務システム更新
■ 研究者情報管理システム更新
■ 教員免許状更新講習管理システム改修
■ 規程管理システム導入

事務局
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■ 学習コミュニケーションツール導入

科学教育センター

■ 職員宿舎の一部を
留学生宿舎として改修

留学生宿舎

☆ 省エネ、環境負荷の低減のための取組
★ キャンパス等の安全確保のための取組



平成１８～２３事業年度比較資料

（単位：百万円）
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運営費交付金収入 学生納付金収入 施設費による収入
決算額 増減 決算額 増減 決算額 増減

H18 6,619 △ 162 H18 2,994 △ 16 H18 147 65
H19 6,534 △ 85 H19 2,966 △ 28 H19 1,531 1,384
H20 6,471 △ 63 H20 2,916 △ 50 H20 541 △ 990
H21 6,643 172 H21 2,873 △ 43 H21 619 78
H22 6,367 △ 276 H22 2,848 △ 25 H22 238 △ 381
H23 6,273 △ 94 H23 2,799 △ 49 H23 33 △ 205

補助金等収入 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 財務収益及び雑益
決算額 増減 決算額 増減 決算額 増減

H18 46 11 H18 183 △ 14 H18 75 3
H19 55 9 H19 200 17 H19 97 22
H20 35 △ 20 H20 208 8 H20 106 9
H21 232 197 H21 173 △ 35 H21 141 35
H22 18 △ 214 H22 192 19 H22 142 1
H23 39 21 H23 230 38 H23 158 16

目的積立金による収入 教育経費 研究経費
決算額 増減 決算額 増減 決算額 増減

H18 120 120 H18 1,220 187 H18 287 21
H19 46 △ 74 H19 1,264 44 H19 386 99
H20 0 △ 46 H20 1,389 125 H20 341 △ 45
H21 711 711 H21 1,844 455 H21 335 △ 6
H22 5 △ 706 H22 1,386 △ 458 H22 300 △ 35
H23 32 27 H23 1,445 59 H23 265 △ 35

教育研究支援経費 一般管理費 役員及び教職員の人件費（退職手当除く）

決算額 増減 決算額 増減 決算額 増減

H18 190 10 H18 293 △ 131 H18 6,913 △ 195
H19 193 3 H19 344 51 H19 6,789 △ 124
H20 221 28 H20 279 △ 65 H20 6,652 △ 137
H21 254 33 H21 318 39 H21 6,537 △ 115
H22 259 5 H22 276 △ 42 H22 6,472 △ 65
H23 213 △ 46 H23 313 37 H23 6,327 △ 145
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他大学との比較

主な財務指標について、他大学との比較を掲載します。
根拠数値及び計算式は、文部科学省が作成した財務諸表データ集を使用しています。なお、

本学はその資料上Ｅグループ（教育系学部のみで構成される国立大学法人）に属し、該当大学
は以下のとおりです。

北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教
育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学

主な財務指標について、他大学との比較を掲載します。
根拠数値及び計算式は、文部科学省が作成した財務諸表データ集を使用しています。なお、

本学はその資料上Ｅグループ（教育系学部のみで構成される国立大学法人）に属し、該当大学
は以下のとおりです。

北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教
育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学
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本学
Eグループ

平均
Eグループ内

での順位
全国平均

運営費交付金比率 63.3 65.8 5 36.5
（低い方が望ましい） (62.6) (66.4) (3) (36.8)

流動比率 101.2 96.2 3 98.6
(高い方が望ましい） (98.9) (95.5) (4) (97.5)

人件費比率 77.8 77.7 5 53.1
（低い方が望ましい） (77.8) (77.5) (5) (53.2)

一般管理費率 3.5 4.2 2 3.2
（低い方が望ましい） (3.1) (4.2) (1) (3.2)

自己収入比率 31.0 28.9 5 47.5
(高い方が望ましい） (31.9) (28.3) (3) (47.3)

外部資金比率 2.4 2.2 5 8.9
(高い方が望ましい） (2.1) (2.1) (5) (9.0)

教育経費比率 15.5 14.9 4 5.5
(高い方が望ましい） (15.0) (14.5) (5) (5.5)

研究経費比率 2.8 3.2 8 9.5
(高い方が望ましい） (3.3) (3.6) (6) (9.1)

※括弧は平成２２年度の数字

※青字（太字）は前年度に比べて、改善しているもの。赤字（斜体） は前年度に比べて悪化しているもの。

上記データから、Eグループ平均値を１とした場合の本学の指標数値比率をレーダーチャートで示しました。
（レーダーチャートで、外側に表示されるものほど指標的には良い状況を示しています。）

【健全性】

【効率性】

【発展性】

【活動性】

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

運営費交付金

比率

流動比率

人件費比率

一般管理費率

自己収入比率

外部資金比率

教育経費比率

研究経費比率

Eグループ平均

本学



【健全性】 視点：継続安定的に教育研究を提供するために一定の財務の健全性が確保されているか。
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運営費交付金比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 64.0% 67.5% 64.9% 69.4% 64.2% 72.0% 65.2% 73.0% 75.2% 71.6% 77.7% 62 .9%

H19 65.2% 67.2% 65.1% 69.4% 65.2% 72.0% 63.0% 70.6% 74.6% 71.0% 77.6% 60 .4%

H20 66.5% 67.7% 66.8% 70.3% 64.8% 73.6% 63.8% 72.8% 72.5% 69.1% 75.7% 62 .0%

H21 65.0% 66.6% 64.1% 68.9% 64.3% 73.8% 64.6% 73.1% 71.0% 69.4% 74.9% 58 .1%

H22 62.6% 66.4% 65.4% 69.8% 63.2% 73.4% 62.1% 72.4% 70.8% 69.2% 76.0% 61 .6%

H23 63.3% 65.8% 63.0% 69.1% 62.7% 70.3% 61.6% 73.4% 70.4% 71.3% 75.7% 60 .4%

※赤字は各年度のトップ値

評算式

経常収益に占める運営費交付金収益の割合

指標の意味

運営費交付金収益／経常収益 低い方が望ましい

55%

60%

65%

70%

75%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

流動比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 106.9% 112.1% 102.5% 96.0% 106.2% 147.3% 114.1% 113.8% 156 .5% 114.6% 128.9% 95.1%

H19 108.5% 112.5% 113.2% 102.1% 102.1% 142 .1% 128.6% 108.5% 136.0% 108.6% 126.2% 103.0%

H20 114.0% 113.6% 110.6% 100.2% 113.4% 139.2% 108.1% 116.7% 150 .6% 111.5% 117.1% 95.4%

H21 126.2% 113.4% 137 .9% 98.0% 114.5% 126.8% 95.6% 108.6% 108.5% 103.0% 111.3% 102.8%

H22 98.9% 95.5% 102.5% 82.3% 100.1% 88.0% 98.9% 64.8% 97.3% 84.2% 130 .7% 87.5%

H23 101.2% 96.2% 103.1% 88.6% 98.1% 80.1% 99.9% 71.7% 98.9% 87.7% 126 .5% 90.4%

※赤字は各年度のトップ値

評算式

債務等の支払い能力

指標の意味

流動資産／流動負債 高い方が望ましい

80%

100%

120%

140%

160%

180%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学



【効率性】 視点：経営が効率的に行われているか。
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自己資本比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 93.1% 91.6% 87.4% 89.7% 95 .6% 83.1% 91.6% 92.2% 79.6% 88.1% 83.1% 89.3%

H19 91.7% 90.8% 86.5% 90.0% 94 .9% 83.4% 91.0% 90.9% 78.0% 87.1% 81.9% 88.0%

H20 92.1% 90.6% 84.9% 88.7% 95 .1% 82.0% 90.1% 92.7% 78.4% 85.8% 82.2% 87.7%

H21 92.0% 90.6% 87.0% 88.5% 94 .8% 81.6% 90.1% 92.0% 76.4% 88.8% 80.6% 88.5%

H22 92.2% 90.7% 86.2% 89.4% 95 .0% 80.6% 89.1% 92.8% 75.9% 88.1% 82.9% 89.1%

H23 91.6% 90.1% 85.8% 87.9% 94 .5% 79.4% 88.5% 92.2% 74.8% 87.6% 82.3% 88.8%

※赤字は各年度のトップ値

高い方が望ましい

評

資本の財源を示す

指標の意味

自己資本（純資産）／総資産

算式

88%

90%

92%

94%

96%

98%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

人件費比率（退職手当除く） 

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 74.1% 74.4% 74.3% 75.7% 75.3% 69 .7% 75.8% 76.6% 70.5% 73.2% 76.9% 73.9%

H19 72.3% 71.1% 71.4% 74.6% 70.0% 64 .2% 73.8% 71.7% 66.2% 72.0% 71.4% 73.6%

H20 71.3% 71.0% 69.5% 72.9% 73.3% 63 .8% 73.0% 73.4% 65.4% 67.3% 73.6% 72.6%

H21 67.5% 68.8% 69.1% 69.9% 71.3% 66.4% 71.8% 71.3% 61 .0% 67.5% 69.0% 66.7%

H22 72.3% 71.8% 70.2% 73.8% 71.8% 69.9% 72.9% 74.3% 66 .2% 71.0% 73.3% 73.5%

H23 70.3% 71.5% 70.2% 69.1% 73.9% 68.1% 74.4% 72.6% 66 .8% 71.8% 72.2% 72.6%

※赤字は各年度のトップ値

低い方が望ましい

評

業務費に占める人件費の割合

指標の意味

人件費（退職手当除く） ／業務費

算式

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学
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役員人件費比率（退職手当除く） 

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 1.08% 1.08% 0.88% 1.58% 0 .61% 1.19% 0.99% 1.44% 1.32% 1.54% 1.48% 1.17%

H19 1.05% 1.04% 0.79% 1.90% 0 .55% 1.14% 1.01% 1.32% 1.19% 1.43% 1.38% 1.21%

H20 1.01% 1.03% 0.73% 1.63% 0 .60% 1.15% 0.96% 1.37% 1.21% 1.36% 1.43% 1.16%

H21 0.96% 0.99% 0.74% 1.58% 0 .60% 1.18% 0.98% 1.23% 1.09% 1.35% 1.34% 1.05%

H22 1.00% 1.04% 0.75% 1.69% 0 .58% 1.24% 1.00% 1.35% 1.26% 1.47% 1.43% 1.14%

H23 0.99% 1.05% 0.78% 1.55% 0 .60% 1.20% 1.16% 1.29% 1.25% 1.49% 1.39% 1.12%

※赤字は各年度のトップ値

指標の意味

低い方が望ましい

評

役員人件費（退職手当除く） ／業務費

算式

業務費に占める役員人件費の割合

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

1.2%

1.4%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

教員人件費比率（附属含む）（退職手当除く） 

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 59.3% 57.1% 57.4% 56.6% 58.9% 48 .8% 59.5% 60.5% 51.2% 55.2% 56.1% 55.2%

H19 57.7% 54.6% 55.4% 55.8% 54.6% 44 .9% 58.1% 56.6% 48.4% 54.1% 52.1% 55.1%

H20 56.8% 54.6% 54.3% 55.1% 57.3% 45 .4% 57.5% 58.3% 47.6% 50.8% 52.7% 54.7%

H21 53.6% 52.6% 53.1% 52.1% 55.3% 46.8% 56.1% 56.4% 44 .4% 51.0% 49.0% 50.7%

H22 57.1% 54.7% 53.7% 54.7% 55.6% 49.9% 56.9% 58.9% 47 .7% 53.6% 51.7% 55.3%

H23 55.2% 54.4% 53.4% 51.6% 57.5% 48 .3% 57.6% 57.6% 48.4% 54.6% 51.5% 54.8%

※赤字は各年度のトップ値

教員人件費（退職手当除く） ／業務費

算式

低い方が望ましい

評

業務費に占める教員人件費の割合

指標の意味

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学



19

職員人件費比率（退職手当除く） 

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 13 .7% 16.2% 16.0% 17.5% 15.8% 19.7% 15.3% 14.6% 17.9% 16.5% 19.4% 17.5%

H19 13 .5% 15.5% 15.2% 16.9% 14.9% 18.2% 14.7% 13.7% 16.6% 16.4% 17.9% 17.3%

H20 13 .5% 15.4% 14.5% 16.2% 15.5% 17.3% 14.6% 13.8% 16.6% 15.1% 19.4% 16.8%

H21 12 .9% 15.2% 15.3% 16.2% 15.5% 18.4% 14.7% 13.7% 15.5% 15.2% 18.6% 15.0%

H22 14 .1% 16.0% 15.8% 17.4% 15.7% 18.8% 15.0% 14 .1% 17.1% 16.0% 20.2% 17.0%

H23 14.0% 16.0% 16.0% 16.0% 15.9% 18.6% 15.6% 13 .8% 17.2% 15.8% 19.3% 16.6%

※赤字は各年度のトップ値

業務費に占める職員人件費の割合

指標の意味

低い方が望ましい

評

職員人件費（退職手当除く） ／業務費

算式

10%

12%

14%

16%

18%

20%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

一般管理費比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 3.13% 4.00% 4.11% 4.41% 3.24% 4.91% 3.40% 2 .65% 6.23% 5.01% 5.31% 4.75%

H19 3.66% 3.89% 3.64% 4.41% 3.33% 4.82% 3.74% 2 .62% 5.79% 3.74% 4.36% 4.67%

H20 2 .99% 3.94% 3.31% 4.20% 3.61% 5.76% 3.53% 3.05% 6.26% 3.93% 4.85% 4.80%

H21 3.29% 4.51% 3 .13% 5.58% 3.97% 5.64% 4.72% 5.04% 7.92% 3.85% 4.19% 5.73%

H22 3 .08% 4.24% 3.71% 4.57% 3.49% 5.70% 3.70% 3.46% 7.99% 4.10% 4.55% 5.91%

H23 3.48% 4.24% 3.68% 4.91% 3.70% 5.09% 4.44% 2 .67% 6.81% 4.31% 4.21% 5.77%

※赤字は各年度のトップ値

算式

一般管理費／業務費

指標の意味

低い方が望ましい

評

業務費に対する一般管理費の割合

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学



【発展性】 視点：外部資金や収益性の拡大、内部留保、知的財産の増加等がなされているか。
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教職員一人当たり光熱水費

（単位：千円）

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 306 300 369 401 288 327 266 295 227 338 177 280

H19 313 311 397 419 304 341 283 290 235 354 165 284

H20 335 324 381 429 330 355 293 299 258 343 215 281

H21 297 291 348 371 279 343 272 286 241 347 177 247

H22 300 306 409 347 319 304 260 309 258 335 170 264

H23 287 307 442 364 299 313 255 297 261 342 180 272

※赤字は各年度のトップ値

指標の意味

低い方が望ましい

評

教職員１人当たりの光熱水費光熱水費／教職員数

算式

100

150

200

250

300

350

400

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

自己収入比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 32.6% 28.2% 32.0% 27.3% 29.6% 20.9% 32.3% 21.5% 22.2% 23.9% 16.2% 33 .8%

H19 30.2% 27.3% 31.6% 26.2% 28.1% 19.1% 31.7% 21.1% 21.7% 24.1% 16.0% 34 .2%

H20 28.2% 26.9% 29.1% 25.2% 29.4% 19.8% 31.9% 21.5% 22.0% 23.3% 16.6% 33 .9%

H21 29.3% 26.9% 30.0% 23.1% 28.6% 21.5% 32.2% 20.2% 23.0% 22.6% 16.4% 33 .0%

H22 31.9% 28.3% 30.4% 25.7% 30.9% 20.0% 32.6% 22.7% 23.2% 25.1% 16.8% 35 .1%

H23 31.0% 28.9% 33.5% 24.1% 31.3% 22.2% 33.7% 22.2% 23.7% 24.5% 16.7% 35 .8%

※赤字は各年度のトップ値

算式

自己収入／経常収益 高い方が望ましい

評

経常収益に占める自己収入の割合を示している。

指標の意味

20%

25%

30%

35%

40%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学



【活動性】 視点：教育研究が適性な水準でなされているか。
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外部資金比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 1.54% 1.90% 0.88% 1.72% 3 .52% 2.32% 0.87% 2.85% 0.99% 1.13% 3.46% 1.21%

H19 1.86% 2.13% 1.17% 2.22% 3 .60% 2.34% 0.88% 2.70% 1.47% 0.84% 3.56% 2.13%

H20 2.53% 2.12% 1.56% 1.95% 3.05% 2.30% 1.00% 2.61% 1.41% 1.07% 3 .60% 1.64%

H21 1.96% 2.01% 1.28% 2.90% 2.90% 1.89% 1.14% 2.32% 1.61% 1.53% 3 .46% 1.40%

H22 2.15% 2.09% 1.12% 1.92% 3.06% 3.05% 1.71% 2.72% 1.28% 1.11% 3 .46% 1.18%

H23 2.42% 2.15% 0.85% 1.66% 3.18% 4 .57% 1.85% 2.57% 1.06% 1.02% 3.44% 1.08%

※赤字は各年度のトップ値

評

経常収益に占める外部資金の割合

指標の意味

（受託研究等収益＋受託事業等収益＋寄附金収益等）／経常収益

算式

高い方が望ましい

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

教育経費比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 12.7% 11.5% 10.5% 9.8% 9.9% 15 .6% 11.5% 12.3% 15.1% 11.0% 10.4% 10.5%

H19 13.0% 13.0% 12.3% 11.8% 10.7% 16 .9% 14.5% 13.8% 16.8% 13.1% 10.1% 14.1%

H20 14.4% 13.9% 14.2% 11.3% 11.2% 16.6% 15.2% 12.6% 19 .3% 14.5% 12.3% 13.6%

H21 18.4% 16.7% 15.6% 14.4% 12.9% 19.2% 15.3% 17.1% 24 .9% 17.9% 12.9% 20.0%

H22 15.0% 14.5% 17.1% 11.3% 12.8% 15.9% 13.0% 15.1% 21 .2% 13.0% 10.5% 13.7%

H23 15.5% 14.9% 15.6% 17.8% 14.0% 15.0% 13.7% 13.6% 20 .9% 12.2% 11.3% 15.0%

※赤字は各年度のトップ値

教育経費（寄附金及び補助金含む。）／経常費用

算式

高い方が望ましい

評

経常費用に占める教育経費の割合を示している。

指標の意味

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学
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研究経費比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 2.98% 3.36% 3.96% 3.52% 4 .26% 2.58% 1.93% 3.00% 4.08% 3.89% 3.73% 2.38%

H19 3.96% 3.70% 3.95% 3.85% 4.40% 3.02% 1.97% 3.93% 4.39% 4 .68% 3.88% 2.30%

H20 3.55% 3.61% 3.84% 3.07% 4.63% 2.76% 2.03% 3.98% 4.85% 5 .12% 3.51% 1.98%

H21 3.35% 3.41% 3.84% 3.65% 4 .97% 2.53% 2.09% 2.91% 3.31% 3.91% 3.46% 1.92%

H22 3.25% 3.56% 3.48% 3.38% 5.45% 3.12% 2.08% 2.37% 2.90% 5 .68% 4.21% 2.25%

H23 2.84% 3.17% 3.57% 3.80% 3 .88% 3.21% 2.57% 2.16% 3.17% 3.72% 3.59% 2.04%

※赤字は各年度のトップ値

経常費用に占める研究経費の割合を示している。

指標の意味

高い方が望ましい

評算式

研究経費／経常費用

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

教育研究支援経費比率

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 1.97% 2.29% 2.27% 2.25% 2.35% 3.43% 0.97% 2.45% 3.12% 3 .43% 2.64% 1.92%

H19 1.98% 2.24% 2.49% 2.14% 1.72% 4 .33% 1.33% 2.19% 2.59% 3.55% 2.57% 1.97%

H20 2.29% 2.25% 1.73% 3.24% 1.79% 3 .90% 0.88% 2.27% 2.60% 3.82% 3.05% 2.17%

H21 2.54% 2.41% 1.93% 2.50% 2.23% 4 .36% 1.81% 2.12% 2.47% 3.18% 3.27% 1.95%

H22 2.81% 2.59% 1.73% 2.63% 1.90% 4.24% 3.25% 2.42% 3.13% 4 .43% 2.37% 2.00%

H23 2.28% 2.35% 1.73% 2.43% 1.97% 3.77% 1.66% 2.92% 2.45% 5 .17% 2.13% 2.06%

※赤字は各年度のトップ値

算式

教育研究支援経費／経常費用 経常費用に占める教育研究支援経費の割合を示している。

指標の意味

高い方が望ましい

評

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学
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教員一人当たり教育研究活動経費（附属含む）

（単位：千円）

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 3,167 3,176 3,097 2,842 3,119 4,534 2,467 3,181 4 ,677 3,547 2,991 2,743

H19 3,444 3,637 3,570 3,226 3,392 5 ,561 3,116 3,806 5,181 4,218 3,089 3,340

H20 3,653 3,748 3,739 3,241 3,386 5,164 3,238 3,414 5 ,846 4,990 3,501 3,215

H21 4,549 4,350 3,936 3,931 3,903 5,491 3,500 4,167 7 ,370 5,271 3,738 4,546

H22 3,685 3,785 4,090 3,074 3,858 4,396 3,276 3,414 5 ,803 4,512 3,069 3,102

H23 3,691 3,772 3,849 4,590 3,723 4,332 3,155 3,238 5 ,641 4,105 3,010 3,401

※赤字は各年度のトップ値

算式 評

（教育経費＋研究経費＋教育研究支援経費）／教員数 高い方が望ましい

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23

Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学

学生一人当たり教育研究活動経費（附属含む）

（単位：千円）

大阪教育 Eグループ平均 北海道教育 宮城教育 東京学芸 上越教育 愛知教育 京都教育 兵庫教育 奈良教育 鳴門教育 福岡教育

H18 170 201 192 193 177 424 151 207 408 241 306 146

H19 185 227 215 220 191 488 187 249 450 281 315 177

H20 198 235 229 222 188 468 194 229 493 334 344 174

H21 249 272 241 260 216 480 207 276 600 351 377 257

H22 200 238 250 204 213 416 191 235 489 312 307 174

H23 199 237 238 311 206 398 182 225 474 286 304 187

※赤字は各年度のトップ値

※赤字は各年度のトップ値

評

（教育経費＋研究経費＋教育研究支援経費）／学生数 高い方が望ましい

算式
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Eグループ平均

各年度トップ値

大阪教育大学
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